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～ お客さま・地域との共通価値の創造 ～ 2018年4月～2021年3月

ありたい姿(長期ビジョン)
＜持続的成長の実現＞

マイナス金利の継続による利ザヤ縮小や人口減少といった経営

課題に対処すべく、従来の延長線上のやり方や前例踏襲の考え

方を排除し、「営業力強化」 と「生産性向上」の両立により

『収益力の強化』を図るとともに、「顧客本位」のビジネスモ

デルを実践することにより、お客さま・地域との共通価値の創

造（ＣＳＶ：Creating Shared Value）に繋げる

新中期経営計画の位置付け

2018年4月
～

2021年3月

新中期経営計画

あるべき姿(中期ビジョン)
＜強靭な経営体質の構築＞

＜主なイベント・取組み＞
新システムへの移行、店舗再整備、営業人員増員、インターネット支
店開設、預かり資産残高1兆円達成、ＣＳ向上の取組み、女性活躍推進

＜主なイベント・取組み＞
地方創生への積極関与、お取引先の本業支援と事業性評価、融資におけ
る店長決裁権限の拡大、エリアマネーアドバイザー導入、米子営業部
新築移転、社外取締役の増員

中期経営計画 考動と開革Ⅱ 27-29
＜営業基盤の強化＞

中期経営計画 考動と開革 24-26
＜経営基盤の再整備＞

人口減少 地方創生 働き方改革少子高齢化

ﾏｲﾅｽ金利の継続 FinTech 金融再編

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ相続の増加

顧客本位の業務運営

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞ

金融仲介機能のﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

金融界・地域金融機関をとりまく環境と課題

2012年4月
～

2015年3月

2015年4月
～

2018年3月

経営の基本理念 『地域社会への貢献と健全経営』



お客さま本位の業務運営と効率的なリテール営業の実践
ﾏﾈｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ増員、販売事務効率化、ﾛｰﾝのWebﾁｬﾈﾙ拡充と新商品導入

CSV ： Creating Shared Value

未来への変革に挑み、お客さま･地域との
共通価値を創造（CSV）する銀行

目指す
姿

地元への積極的な資金供給による
地域経済の活性化

基本
方針 本業支援とコンサルティングを通じた

お客さま本位の業務運営

基本戦略

営業力強化戦略

法人
営業

課題解決や本業支援を通じたお取引先の企業価値向上
事業性評価による本業支援、法人担当者・専門人材の増員、法人ﾌｨｰ増強

個人
営業

地方
創生

地域の活力を創造する地方創生の推進
起業創業支援、DMOとの連携強化､地方創生及び観光ﾌｧﾝﾄﾞ活用

FinTech
外部連携の強化やﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ技術の活用により顧客利便性を向上
ｱﾌﾟﾘﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ、ｵｰﾌﾟﾝAPI連携、行外派遣や外部連携強化

生産性向上戦略

業務
効率化

従来の「やり方」や前例踏襲の「考え方」から脱却して生産性を向上
相続事務・消費者ﾛｰﾝの本部集中化、金融商品販売のｼｽﾃﾑ化、
信用格付の効率化、決裁・ﾜｰｸﾌﾛｰの電子化

店舗
再整備

働き方
改革

限られた時間の中で成果をあげる創意工夫、働きやすく、働きがいの
ある職場へ
ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進（休暇取得・時間外勤務削減）、人事諸制度見直し、
人事ｼｽﾃﾑ更改

経営力強化戦略

市場
運用

総合損益を重視し、柔軟に
ﾎﾟｼﾞｼｮﾝをｺﾝﾄﾛｰﾙ

リスク
管理

ﾘｽｸ管理体制の高度化 ガバ
ナンス

企業価値の向上へ向けた
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制の充実・強化

コンプラ
イアンス

強固なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
態勢の維持・向上

地域に果たすべき当行の重要な役割・責任の一つが
「資金供給」であることを再び強く認識し、幅広く
途切れのない資金供給に努めてまいります。

お客さまとの対話を重視し、企業価値向上や安定的な
資産形成に資する提案・サービスを提供することで、
お客さまのニーズに積極的にお応えしてまいります。

ﾏｰｹｯﾄや環境変化を踏まえたﾁｬﾈﾙ最適化と経営資源の再配分
店舗統合・ブランチinブランチや出張所化によるﾈｯﾄﾜｰｸ見直しと戦略的
な再配置

お客さま
（法人）
安定経営

企業価値向上

お客さま
（個人）
資産形成

充実した人生
地域

地域活性化
地方創生

従業員
働きがい
ﾜｰｸﾗｲﾌ

ﾊﾞﾗﾝｽの実現

株主さま
株価向上
利益還元

当行

収益確保
持続的成長
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計数
目標

2020年度

中小企業向け貸出金残高 2,500億円

投資信託残高 435億円

非金利収益比率※ 12.6％

当期純利益 7億円程度
※非金利収益比率＝役務取引等利益÷（業務粗利益－国債等債券関係損益）


